第２回授業（4/24）　～1999年度調査について～

・当初の企画（経済企画庁経済協力第二課）

第一課は経済協力基金→国際協力銀行（JBIC）→JICA

　民間部門を含む　1997アジア経済危機

　資金の流れの問題（先進国にとって、及び途上国にとって）

　　　　　先進国：年金資金・投機筋（ヘッジファンド等、図録0700）

　　　　　途上国：安定資金供給、ODAと直接投資、為替リスク

・やりはじめて、むしろＮＧＯ、地方自治体、企業の援助とODAとの関係にしぼる

・「まえがき」に概要

　出発点：「多様な主体の分担と連携」とうたわれていたものの実体不明

統計　援助データはDAC、特にＮＧＯ統計はDACのみ

　　　DAC報告書、櫻井雅夫「国際開発協力法」三省堂（アマゾン中古1000円）

　　　DACデータベース

　　　日本のＮＧＯ団体　JANIC（ＮＧＯ活動推進センター）データブック’98が最新

国際協力NGOダイレクトリー2008（WEB版へ移行）

　　　日本のＮＧＯ団体活動　データブックとODA白書（補助金対象団体のみ）

　　　日本の地方公共団体援助活動　ODA白書

文献　和書

　　　　開発援助の経済学（第３版）（西垣 昭、辻 一人、下村 恭民）　歴史的整理

　　　　ODA白書　政府の方針・立場、政府の審議会等の主張　官僚の文章　まとめp.13

　　　　

　　　洋書

　　　　DACの施策文書、DACの各種報告書

　　　　　　DAC新開発戦略　p.7

OECD Development Center, ”Stakeholders: Government-NGO Partnerships for International Development”（1999）

　　　　　　参考資料p.1以下に要約。お勧め書籍。

ヒアリング調査

　ＮＧＯ（p.61）　JANIC、関西ＮＧＯ協議会、

　地上公共団体（p.66）　９団体

　　　・地方自治法の問題

自治体アンケート調査　65団体に葉書アンケート

ＮＧＯ援助　数字p.40　janic調査との比較→政府関係団体がＮＧＯにカウント

　　　　　　国際的に水準低レベル

地方公共団体の援助　まとめp.66～67　ODAやNGOとの違いp.79

民間企業の援助　社会貢献活動の一環、及び従業員の援助活動への支援

連携のマトリクス

残された課題

・民間企業活動そのものの役割

・現地NGO、現地地方公共団体と含めた連携のマトリクス

委員意見

下村委員

・多様なNGOの実体→連携の具体例

・ODAとNGOは同じ目的に異なった方法でアプローチ　補完でなく有機的な連携へ

・世銀等や主要ドナー国とNGOとの関係も一筋縄ではくくれない（NGOのグローバリゼーション批判）

大倉委員

・NGOへのODAからの資金援助か寄付金によるNGOへの市民からの直接資金提供か

・ファンジビリティの問題はNGO支援についても生じる（援助プロジェクト支援が反政府活動を助長することもありうる）

・現地NGOへの援助は、現地の政府や地方公共団体の能力向上を妨げる場合も

大橋委員

・公的資金のNGO補助・助成の問題点

　①領収書の提出の困難、②メニュー限定の無理、③出費後支払いの資金繰り制約、④審査の評価基準の不明確、⑤管理経費への支援なし（プロジェクト費から捻出）、⑥単年度主義の弊害、⑦委託契約の問題点（現地NGOと連携しにくい、相手国政府からの形式申請が必要）、⑧NGOに法人格が必要な場合、コンサル活動などで下請とならざるを得ない

田中委員

・地方自治体の援助の基本思想が固まっていない

・援助専門家の立場が確立していない（自治体職員は総合コーディネートができない）

・大学、大学院における専門家育成コース、社会的評価の向上の必要性

・あらゆる面での情報公開の必要性

桜井委員

・九州・沖縄サミットでの「NGOセンター連絡会」事務局長の経験から－長いサミットの歴史の中で開催地の問題が取り上げられたことがない（すべて北の大都市開催）。米軍の沖縄基地を固定化するための地元慰撫と沖縄の現地NGOは感じ、自然環境の問題など沖縄NGOからの対案提示や政府とNGOの対話は実現しなかった。

